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建築基準法第４３条第２項第２号許可に係る事前同意基準 

 
宮城県建築審査会  

 
 建築基準法（以下「法」という。）第４３条第２項第２号の規定による許可の申請があり，その敷地が下記

のいずれかに該当する場合は，知事は当該申請を許可し，直近の建築審査会に報告することができる。 
 その際，知事は建築基準法第９２条の２の規定に基づいて，それぞれの種別に応じ，原則として下記の許可

条件を付すものとする。  
 なお，以下において「道路」とは，建築基準法第４３条第１項に規定する道路をいう。 
 
第１ 平成１１年４月３０日以前の日付の建築確認を受けて建築された建築物（ただし，建築基準法が適用さ

れる以前からあった建築物については，都市計画区域外で建築確認を受けたものとみなす）の敷地のうち，次

のいずれかに該当する敷地 
A 都市計画区域内での建築確認を受けて建築された建築物の敷地で，接道条件が当該建築確認と変わら

ないもの（建築基準条例の規定により接道長さの上乗せがある建築物とする場合を除く。） 
Ｂ 上記以外，建築確認を受けて建築された建築物の敷地のうち，次の要件に該当する１.８ｍ以上の幅員

を有する道に，２ｍ以上（建築基準条例の規定により，接道長さの上乗せがある場合は当該長さ以上。

以下同じ）接するもの 
（１）少なくともその一端が道路に直接接続していること。 
（２）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること。 

第２ 「第１」以外の敷地で，次のいずれかに該当する道に２ｍ以上接する敷地 
Ａ 次の要件に該当する道 

（１）次のいずれかに該当し，幅員が４ｍ以上であること。  
      イ 土地改良事業により築造された道  
      ロ 農道整備事業により築造された道  
      ハ 港湾事業により築造された道  
      ニ 林道事業により築造された道 
      ホ 河川又は海岸の管理用の道 
      ヘ 上記以外の道で地方公共団体が所有又は管理する道 

（２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。 
（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること。  

Ｂ 次の要件に該当する道（Ａに該当する道を除く。）  
（１）神社，寺院，学校等の参道又は進入路で，幅員が４ｍ以上であること。 
（２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。 
（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること。 

Ｃ 次の要件に該当する道（Ａ及びＢに該当する道を除く。） 
（１）平成１１年４月３０日以前の日付の建築確認を受けて建築された建築物が立ち並んでいる道    

で，幅員が 1.8m 以上であること。 
（２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。 
（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること。 

第３ 河川，水路等の水面上に有効幅員が２ｍ以上の橋等を設けることにより，道路又は「第２」のＡからＣ

のいずれかの道に規定する道に接続する敷地 
第４ 次の用途に供する建築物で，床面積の合計が１００㎡以下かつ幅員 1.5ｍ以上の道（通路を含む）を介

して道路に接する敷地 
（１）たい肥舎 
（２）無線中継所で人が常駐しない施設 
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許可条件  
１．「第１」に該当する場合は，敷地及び道の形状に応じ，下記２及び下記３に掲げる条件等を適宜付すこと 

とする。   
２．「第２」Ａ又は「第２」Ｂに該当する場合は，次による。  
  （１）敷地が接する道を法第４２条第１項に該当する道とみなしても，建築基準関係規定に適合するよう 

に敷地及び建築物を維持すること。   
  （２）許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替を行う場合にあっては，次に 

よること。 
     イ 敷地は，許可時の敷地と同一であること。  
     ロ （１）の条件に，引き続き適合するものであること。  
３．「第２」Ｃに該当する場合は，次による。  
  （１）敷地が接する道を法第４２条第２項に該当する道とみなしても，建築基準関係規定に適合するよう 

に敷地及び建築物を維持すること。 
  （２）敷地が接する道の中心線から水平距離２ｍの部分を当該道と一体的に一般の交通の用に供される空 

地として維持すること。（敷地面積にも参入しない。） 
＊ 当該道の反対側ががけ地，川，線路敷地等である場合は，（２）の条件を「敷地が接する道の反対

側の境界線から水平距離４ｍの部分を当該道と一体的に一般交通の用に供される空地として維持する

こと」と言い替える。 
（３）許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替を行う場合にあっては，次に

よること。 
  イ 敷地は，許可時の敷地と同一であること。  
  ロ （１）及び（２）の条件に，引き続き適合するものであること。  

４．「第３」に該当する場合は，次による。  
  （１）敷地と道路に挟まれた河川等の部分を道路の一部とみなしても，建築基準関係規定に適合するよう 

に敷地及び建築物を維持すること。 
  （２）許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替を行う場合にあっては，次に 

よること。 
     イ 敷地は，許可時の敷地と同一であること。  
     ロ （１）の条件に，引き続き適合するものであること。  
５．「第４」に該当する場合は，次による。           （平成１２年７月追加）  
   許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替を行う場合にあっては，次による 

こと。  
     イ 敷地は，許可時の敷地と同一であること。  
     ロ 用途は，許可時と変わらないこと。  
     ハ 床面積の合計は，１００㎡以下とする。 
   附 則 
この基準は，平成１１年６月１７日から施行する。 
   附 則 
この基準は，平成１２年７月２１日から施行する。 
   附 則 
この基準は，平成１４年２月６日から施行する。 
   附 則 
この基準は，平成２２年３月１６日から施行する。 
   附 則 
この基準は，平成３１年３月１９日から施行する。 
   附 則 
この基準は，令和２年４月１日から施行する。 
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事前同意基準図解

事前同意 平成１１年４月３０日以前の日付の建築確認を受けて建築された建築物

基準 の敷地

第１Ａ…接道条件が当該建築確認と変わらないもの

第１Ａ・Ｂ 第１Ｂ…第１Ａ以外

事前同意 2m

基準の

イメージ 計画敷地

建築基準法上の道路

１ 敷地が接する道を法第４２条第２項に該当する道とみなしても，建築

基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持すること。

２ 敷地が接する道の中心線から水平距離２ｍの部分を当該道と一体的に

一般の交通の用に供される空地として維持すること。（敷地面積にも算

入しない。）

※ 当該道の反対側ががけ地，川，線路敷地等である場合は，２の条件

許可条件 を「敷地が接する道の反対側の境界線から水平距離４ｍの部分を当該

道と一体的に一般交通の用に供される空地として維持すること」と言

い替える。

３ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １及び２の条件に，引き続き適合するものであること。
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事前同意 平成１１年４月３０日以前の日付の建築確認を受けて建築された建築物

基準 の敷地

第１Ａ…接道条件が当該建築確認と変わらないもの

第１Ａ・Ｂ 第１Ｂ…第１Ａ以外

計画敷地

事前同意

基準の 第１Ｂの場合は1.8m以上

イメージ

建築基準法上の道路

１ 敷地が接する道を法第４２条第２項に該当する道とみなしても，建築

基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持すること。

２ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １及び２の条件に，引き続き適合するものであること。

許可条件
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事前同意 次の要件に該当する道

基準 （１）次のいずれかに該当し，幅員が４ｍ以上であること。

イ 土地改良事業により築造された道

第２Ａ ロ 農道整備事業により築造された道

ハ 港湾事業により築造された道

ニ 林道事業により築造された道

ホ 河川又は海岸の管理用の道

へ 上記以外の道で地方公共団体が所有又は管理する道

（２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。

（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること

建

築

事前同意 計画敷地 基

基準の 準

イメージ 法

上記（１）に該当する道 上

の

道

路

１ 敷地が接する道を建築基準法第４２条第１項に該当する道とみなして

も，建築基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持するこ

と。

許可条件 ２ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １の条件に，引き続き適合するものであること。
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事前同意 次の要件に該当する道（Ａに該当する道を除く。）

基準 （１）神社，寺院，学校等の参道又は進入路で，幅員が４ｍ以上であるこ

第２Ｂ と。

（２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。

（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること

計画敷地 建

築

事前同意 基

基準の 神社・ 準

イメージ 寺院等 法

上

の

道

路

１ 敷地が接する道を法第４２条第１項に該当する道とみなしても，建築

基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持すること。

２ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

許可条件 を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １の条件に，引き続き適合するものであること。
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事前同意 次の要件に該当する道（Ａ及びＢに該当する道を除く。）

基準 （１）平成１１年４月３０日以前の日付の建築確認を受けて建築された建

築物が立ち並んでいる道で，幅員が 1.8ｍ以上であること。

第２Ｃ （２）少なくともその一端が道路に直接接続していること。

（３）その沿道に建築することについて当該道の管理者の承諾があること

計画敷地

建

築

事前同意 基

基準の 2m 準

イメージ 2m 法

上

の

道

路

１ 敷地が接する道を法第４２条第２項に該当する道とみなしても，建築

基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持すること。

２ 敷地が接する道の中心線から水平距離２ｍの部分を当該道と一体的に

一般の交通の用に供される空地として維持すること。（敷地面積にも算

入しない。）

※ 当該道の反対側ががけ地，川，線路敷地等である場合は，２の条件

許可条件 を「敷地が接する道の反対側の境界線から水平距離４ｍの部分を当該

道と一体的に一般交通の用に供される空地として維持すること」と言

い替える。

３ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １及び２の条件に，引き続き適合するものであること。
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事前同意 河川，水路等の水面上に有効幅員が２ｍ以上の橋等を設けることにより

基準 道路又は「第２」のＡからＣのいずれかの道に接続する敷地

第３

幅員１ｍを超える水路等

建

築

基

準

事前同意 法

基準の 計画敷地 橋 上 幅員2ｍ以上

イメージ の

道

路

等

※道路と敷地との距離が，２ｍ以上に渡り，連続して１ｍ以下である場合

は道路に接していると扱う。ただし，介在する土地は，敷地に含むことが

できない公共用地に限り，公共物占用及び使用許可等が必要。

１ 敷地と道路に挟まれた河川等の部分を道路の一部とみなしても，建築

基準関係規定に適合するように敷地及び建築物を維持すること。

２ 許可後に増築その他の建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

許可条件 を行う場合にあっては，次によること。

(1) 敷地は，許可時の敷地と同一であること。

(2) １の条件に，引き続き適合するものであること。
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番号 該当基準 Q A

1 全般 建築基準法第４３条第２項第１号の規定に基づく認定との違いは何か。

認定の対象は、建築物の敷地及び規模・用途が建築基準法第４３条第２項第
一号の認定に係る基準に該当する場合に限られ、本事前同意基準は、それら
に該当しない場合が許可の検討対象となる。
なお、建築基準条例（宮城県条例第２４号）に基づく敷地が道に接する長さ又は
接する道の幅員に制限が付加される建築物の場合は、建築基準条例第１３条
の承認が必要となる。

2 全般
許可を受けた建築物について、増改築等を行う場合の再許可の要否はどう
か。

条文上、建築物の敷地に対する許可である。建築物の内容（用途、規模等）に
より、敷地に求められる安全性等の要求水準が変わる場合があるため、増改築
等に限り再許可が不要である旨を許可条件として付すこととしている。

3 全般 許可は、対人許可か、それとも対物許可か。
対物許可である。なお、市街化調整区域においては、開発許可との調整は必要
である。

4 全般 申請書第２面、道路欄の記入について
第１、２の場合：道路扱いする道について記入
第３、４の場合：水路、道等を介して接する道路について記入（「ただし○○を介
して）」と追記）

5 全般 敷地に係る借地承諾書の添付を要するか。 要しない。

6 全般 第１と第２の基本的な考え方について

第１：H11.4.30以前の確認履歴があるものの建替や増築等を対象（確認履歴が
あれば新築も対象）
第２：更地に新築する場合、確認履歴がない場合の建替、増築等を対象（第１
以外のものを対象）
※第１に該当しない場合は、第２について検討する。

7 第１ 第１A、Bの別について
A：接道条件が確認時と変わらないことが確認できる場合
B：接道条件が確認時と変わる、又は確認できない場合

8 第１Ａ 第１Bの（１）及び（２）の条件は適用されるか。 適用されない。

9 第１Ａ 「接道条件が変わらないもの」について
避難及び通行の安全を確保する上で、有利な方向に変わるものは「接道条件
が変わらないもの」と扱う。

10 第１ 基準時前から建築物があったことの確認方法について 航空写真、市町村による家屋評価証明書及び家屋課税台帳等による

11 第１ 基準時以降、H11.4.30以前の建築物で確認履歴がないものについて 第１には該当しない。

12 第１
H11.5.1以降に43条許可なしに建築確認を受けた道路に接していない敷地
で、H11.4.30以前の確認履歴があるものについて

H11.4.30以前の確認履歴がある敷地は第１の検討対象となる。

13 第１
確認履歴又は基準時以前から建築物があったが、現況が更地の場合、検討
の対象となるか。

第１の検討対象となる。

14
第１

第２Ｃ
許可条件において、法４２条１項または２項の道路とみなす道等の範囲はど
うか。（敷地に接する道が複数ある場合　等）

敷地が接する道のうち、許可の根拠となった避難等の経路に含まれる道とす
る。

15 第１ 確認時の敷地を増減する場合の許可の可否について
敷地の増減によって接道条件が確認時と変わらないものは、第１Ａに該当す
る。接道条件が確認時と変わるものは、第１Ｂの検討対象となる。

16 第１ 確認時の敷地を分割する場合の許可の可否について 第１には該当しない。

17 第１B 道の使用承諾を求める範囲について 管理者（管理者と所有者が異なる場合は管理者の承諾があればよい）

18 第１B 道の使用承諾に印鑑証明の添付を要するか。 要しない。

19 第２
道の管理者の承諾の内容に当該道を通行することに対する承諾も含まれる
か。

都市計画区域に「建築する」ということは、接道条件（43条許可を含む）を満足
するという意味を含む。したがって、通行することも含めて承諾を受ける必要が
ある。

20 第２A 地方公共団体が所有又は管理する道とはどのようなものか。

例えば下記のとおり。
・道の底地が公図上の「道」であるものであって、第２A（１）イ～ホの事業によら
ずに築造されたもの。
・道の底地が地方公共団体の所有又は管理する土地であって、地目が公衆用
道路である等、道として利用されているもの。

21 第２C 「立ち並び」の定義はどうか。
法42条第2項による道路の判断基準と同じであり、下記のとおり。
・当該道のみに接している建築物の敷地が複数あること
・のど元敷地はカウントしない

22 第３ 河川敷である通路（第２Aに該当しないもの；「堤塘」等）について 「河川、水路等」と扱う。

23 第３
水路としての実態のない公図上の水（道路に含まれない公共用地等）につい
て

水路としての実態のない公図上の水（道路に含むことができない公共用地等）
は「河川、水路等の水面」と扱う。

24 第３
橋等を新たに設ける場合、その時期について、許可申請又は許可する時ま
でに設ける必要があるか。

許可申請又は許可する時までに設ける必要はない。

建築基準法第４３条第２項第２号許可に係る事前同意基準の質疑応答

令和５年１２月１３日　改正

4, 14の図解

道路扱いする道（申請書第２面に記載）

道路扱いしない道道路扱いしない道

２ｍ

敷 地
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法第４３条第２項第２号許可に係る事前同意基準によって申請する場合

の添付図書について

■提出書類一覧

根拠条文 内容等 第１ 第２ 第３ 第４

申請書 省令第 10条の 4 第 43号様式 ○ ○ ○ ○

委任状 細則第 29条第 5項 任意様式 ○ ○ ○ ○

申請理由書 細則第 29条第 5項 参考様式 ○ ○ ○ ○

現地調査票 細則第 29条第 5項 建築宅地課HPに掲げる様式 ○ ○ ○ ○

付近見取図 細則第 29条第 1項 省令第 1条の 3第 1項表 1（い）項 ○ ○ ○ ○

配置図 細則第 29条第 1項 省令第 1条の 3第 1項表 1（い）項 ○ ○ ○ ○

各階平面図 細則第 29条第 1項 省令第 1条の 3第 1項表 1（い）項 ○ ○ ○ ○

床面積求積図 細則第 29条第 1項 省令第 1条の 3第 1項表 1（い）項 ○ ○ ○ ○

公図の写し 細則第 29条第 5項 敷地部分を明示する ○ ○ ○ ○

承諾書等 細則第 29条第 5項 水路等の公共物使用許可等 － － ○ －

敷地が接する道等の管理者の承諾書等 ○※１ ○ － ○※２

橋等の断面図 細則第 29条第 5項 橋等の部分とその他の開渠部分の断 － － ○ －

面・構造等

○：添付 －：添付不要

※１ 第１Ｂの基準による場合に限る。

※２ 道等の管理者が建築主と異なる場合に限る。
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